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はじめに
　早稲田大学は、2008年度と2013年度に「早稲田大学の男女共同参画に関する意識・実態調査」として、本学教職
員を対象に調査を実施し、その結果は、本学の男女共同参画推進に関するさまざまな施策の検討に資するものとなり、
同時に、Waseda Vision 150の「男女共同参画・ダイバーシティの推進プロジェクト」の実行に活用されてきました。
　前回の調査以降、2016年７月に男女共同参画推進委員会（男女共同参画推進室）がダイバーシティ推進委員会（ダ
イバーシティ推進室）へ組織改組し、また翌年2017年７月には「早稲田大学ダイバーシティ推進宣言」が公表され、
本学の男女共同参画推進事業はダイバーシティ推進事業へと発展的に拡大しています。
　このような状況を受け、この度、本学の男女共同参画、障がい者支援、セクシュアルマイノリティ支援に関する事
業の意識・実態を把握することを目的として、「早稲田大学のダイバーシティ推進に関する意識・実態アンケート」
を実施いたしました。合計3,183名の教職員にアンケートをお願いし、多くの皆様よりご回答をいただきました。お
忙しい時期にもかかわらずご協力いただきました皆様には、この場を借りて御礼申し上げます。
　調査をとおして、教職員の皆様からは大変貴重なご意見を多数頂戴しました。いただいたお声を真摯に受け止め、
今後も本学のダイバーシティ推進に取り組んでまいる所存です。またダイバーシティ推進室のみならず、関係箇所に
おかれましても、この結果が有効に活用されることを願っております。

アンケートの概要

▪アンケート期間：�2018年11月８日（木）～ 11月30日（金）
▪アンケート方法：�MyWasedaを用いたオンライン調査
▪アンケート項目：�基本属性、ダイバーシティ推進に関する認知・関心、男女共同参画に関する項目、障がい者支援

に関する項目、セクシュアルマイノリティ支援に関する項目
▪アンケート対象：�2018年度11月１日現在の以下全教職員3,183名対象

任期を定めずに嘱任した教授、准教授および専任講師ならびに⾼等学院の教諭、特任教授、任期
を定めて嘱任した教授、准教授および講師並ならびに助教、助⼿、専任職員、常勤嘱託

▪有効回収票数／回答率：教員605票：職員524票／教員29.6％：職員45.9％（詳細は表１のとおり）

	 表１　性別・年齢別回収状況� （％）
教　員 n 29歳以下 30－39歳 40－49歳 50－59歳 60歳以上 無回答

対象者数 2,041 139 417 427 491 567 －
全　体 回 収 数 605 30 135 155 164 116 5

回 収 率 29.6 21.6 32.4 36.3 33.4 20.5 －
対象者数 380 28 117 94 93 48 0

女　性 回 収 数 167 10 56 38 44 19 0
回 収 率 43.9 35.7 47.9 40.4 47.3 39.6 －
対象者数 1,661 111 300 333 398 519 0

男　性 回 収 数 434 20 79 117 120 97 1
回 収 率 26.1 18.0 26.3 35.1 30.2 18.7 －

職　員 n 29歳以下 30－39歳 40－49歳 50－59歳 60歳以上 無回答
対象者数 1,142 107 343 335 282 75 －

全　体 回 収 数 524 44 160 159 129 24 8
回 収 率 45.9 41.1 46.6 47.5 45.7 32.0 －
対象者数 432 61 144 124 93 10 0

女　性 回 収 数 204 27 68 60 44 2 3
回 収 率 47.2 44.3 47.2 48.4 47.3 20.0 －
対象者数 710 46 199 211 189 65 0

男　性 回 収 数 316 17 92 99 85 22 1
回 収 率 44.5 37.0 46.2 46.9 45.0 33.8 －

注：�本アンケートでは性別の設問において「その他」３名、「無回答」５名がありました。個人のプライバシーへの配慮から、これらの回答者は性別集計には含めず、全
体の「無回答」に含めております（表1，図1-7）。

00009R2045
テキストボックス
P5以後では全体及び性別集計以外の集計に含めております。
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　教員は、年齢が50歳代が最も割合が高く27％であり、次いで40歳代が26％、30歳代が23％を占めます。女性回
答者は30歳代の割合が34％と最も高く、これは同年代の回収率が高かったことを反映しています。
　職員のアンケートの回収率は、60歳以上のグループで低いものの、その他のグループでは平均して40％から50％
であることを反映して、年齢別の回答者数は調査対象である職員構成比とほぼ同様になっています。

　専任職員の比率は72％であり、男性回答者では86％を占めています。女性回答者では常勤嘱託の割合が高く、
48％を占めています。

　教員の資格別にその割合をみますと、全体で「教授」の割合が最も多く48％を占めています。男女別でみると女性
では教授は３割強にとどまり、逆に任期付教員等の割合が高く４割（男性24％）となっています。

　専任職員の管理職の比率は28％で、男性では32％ですが、女性では18％です。

1. 基本属性

1　年齢

2　資格、管理職・管理職以外（職員）

　まず、今回のアンケートの回答者のプロフィールを確認するため、基本属性を概観します。

■ 29歳以下　■ 30－39歳　■ 40－49歳　■ 50－59歳　■ 60歳以上　■無回答

図１　性別・年齢構成

■教授 ■准教授 ■講師（専任） ■特任教授 ■教諭 ■教授（任期付） ■准教授（任期付） ■講師（任期付） ■助教 ■助手 ■無回答・その他

図２　性別・資格（教員）

■専任職員　　■常勤嘱託　　■無回答

図３　性別・資格（職員）

■管理職　　■管理職以外　　■無回答

図４　性別・管理職・管理職以外（職員）
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　専門領域は、女性では「人文科学」と「社会科学」がともに38％、「自然科学」が16％です。

　家族の状況を見ると、教員では男性回答者で、81％が配偶者がおり、65％に子どもがいます。女性回答者では
63％が配偶者がおり、44％に子どもがいます。
　職員では男性回答者で76％に配偶者がおり、60％に子どもがいます。女性回答者では63％に配偶者がおり、49％
に子どもがいます。

3　専門領域（教員）

4　配偶者の有無・子どもの有無

■人文科学　　■社会科学　　■自然科学　　■その他　　■無回答

図５　性別・専門領域（教員）

■いる　　■いない　　■無回答
※全国（有配偶率）の統計は総務省2015『国勢調査』１より作成

図６　性別・配偶者の有無

■いる　　■いない　　■無回答

図７　性別・子どもの有無

�
１�　総務省　「平成27年国勢調査」表番号５–１「配偶関係（４区分）、年齢（各歳）、男女別15歳以上人口、配偶関係別割合及び平均年齢（総数及び日本人）─ 全国※、
全国市部・郡部、都道府県、21大都市」
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/file-download?statInfId=000031473217&fileKind=1
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　学内で男女共同参画・障がい者支援・セクシュアルマイノリティ支援に関する公開講座やイベントが開催されてい
ることを全体で85％の教職員が「知っている」と回答しており、こういったイベント等へ59％が「参加したい」と
回答しています。
　男女共同参画・障がい者支援・セクシュアルマイノリティ支援のうち、どのテーマの公開講座やイベントに参加し
たいかを複数回答でたずねたところ、教員・職員、女性・男性のグループにより傾向は異なっています。
　女性教員の回答は、任期付教員の高い回答割合を反映した「男女共同参画」が最も高く79％、一方で「障がい者支
援」「セクシュアルマイノリティ支援」は５割に満たない状況です。男性教員は「男女共同参画」が64％、次いで「障
がい者支援」62％、「セクシュアルマイノリティ支援」49％の順になります。職員はどのテーマも６割を超える割合
ですが、特に男性職員では「障がい者支援」について72％と、高い回答割合となっています。

2. ダイバーシティ推進に関する認知・関心
　本学では2016年にダイバーシティ推進委員会（ダイバーシティ推進室）を設置し、翌年に「早稲田大学ダイバー
シティ推進宣言」を公表、早稲田大学におけるダイバーシティ推進に取り組むための体制づくりを行いました。
　ダイバーシティ推進委員会（ダイバーシティ推進室）が設置されたことを「知っている」教員は77％、職員では
96％と、職員の方が19ポイント高くなっています。一方で「早稲田大学ダイバーシティ推進宣言」の認知度はまだ
まだ低く、「内容も含めて知っている」のは教員で23％、職員でも29％と３割に満たない状況です。

■内容まで知っている　　■あることは知っている　　■知らない

図８　早稲田大学のダイバーシティ推進に関する認知

■全体（n＝356）　■女性（n＝110）　■男性（n＝243）

図９　性別　参加したい講演会や
イベントテーマ（教員）

■全体（n＝306）　■女性（n＝124）　■男性（n＝180）
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　まず職員についてですが、本学では2016年女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の中で2020年の女性職員
管理職比率を15％以上とするという数値目標を掲げています。このことについて職員に賛否をたずねたところ、全体
の36％が「賛同する」、28％が「やや賛同する」と回答しています。男性回答者は女性回答者と比較して「やや賛同
する」割合が低く、また「やや反対する」あるいは「反対する」割合が高く、賛否が分かれる傾向にあります。

　職員管理職比率の男女差（男性：88.4％、女性：11.6％（2018年度））の理由について５つの項目からたずねました。
肯定の比率が最も高いのは「（４）男性と比較して、女性の家事・育児等の負担が大きいため」（表中「家事・育児負担」）で、
中でも女性職員では60％が「あてはまる」と強く肯定しています。反対に「（２）男性と比較して、女性の能力が不
足しているため（表中「能力不足」）」は、男女ともに６割以上が「あてはまらない」と強く否定しています。また「（３）
男性と比較して、女性の昇進への意欲が不足しているため（表中「意欲不足」）」では、女性職員の方が男性職員より
12ポイント高く「あてはまる」あるいは「ややあてはまる」と肯定しています。

3. 男女共同参画

1　女性職員管理職比率、目標とするロールモデル等について

　続いて早稲田大学の男女共同参画についてみていきます。

　上記以外の理由として、113件の意見が寄せられ、「もともとの人数比が大きく異なるため」という意見が多いなか、
「女性に配慮して残業や休日出勤の多い業務等に女性を配置してこなかったこと」「業務経験の機会やスキル向上の機
会の不均等による」といった育成に関することや、「拘束時間が長く、土日出勤も多いため、育児・家庭との両立が
難しい」といった業務・勤務に関すること、女性管理職のロールモデルが少ないことに関する指摘も見られました。

■賛同する　■やや賛同する　■どちらともいえない　■やや反対する　■反対する

図11　性別　女性管理職比率数値目標についての賛否（職員）

■あてはまる　■ややあてはまる　■どちらともいえない　■あまりあてはまらない　■あてはまらない

図12　性別　職員管理職比率の男女差の理由（職員）
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　これを性別に「同性のロールモデル」についてみると、「いる（いた）」とする割合で、女性39％、男性50％と、
女性が11ポイント低くなっています。対して「異性のロールモデル」が「いる（いた）」とする割合は、女性44％、
男性25％と女性で19ポイント高くなっています。つまり女性、男性の両方にとって目標とするような男性のロール
モデルの方が女性のロールモデルより「いる（いた）」と言えます。特に男性にとって、この傾向は強くなっています。
　「自分を認めてくれる先輩・上司」では、女性の方が「いる（いた）」と回答する割合は高く、男性に比べて女性の方が、
目上の人から認められたと回答していることがわかります。

	 表２　目標とするようなロールモデルや先輩・上司の有無と必要性（職員）� （％）

n いる（いた） いない いないがほしい あまり必要ない 全く必要ない

同性のロールモデル 521 46.1 18.4 19.8 10.9 4.8

異性のロールモデル 519 32.8 30.1 17.9 12.7 6.6

自分を認めてくれる先輩・上司 519 76.7 7.7 8.9 4.4 1.5

図13（１）同性のロールモデル 図13（２）異性のロールモデル 図13（３）先輩・上司

　本学では教員についても2016年女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の中で、2016年度から2020年度に
おける任期の定めのない女性教員採用比率の平均を20%以上とする、という数値目標を掲げています。この賛否につ
いて教員にたずねたところ、全体では８割弱が「賛同する」あるいは「やや賛同する」と回答していますが、ここで
も女性と男性では賛同の割合に差が見られます。

2　女性教員比率とポジティブアクション

■賛同する　■やや賛同する　■どちらともいえない　■やや反対する　■反対する

図14　性別　女性教員採用比率数値目標についての賛否（教員）

　次に、目標とするようなロールモデルや先輩・上司の有無・必要性についてたずねたところ、全体で「いる（いた）」
と回答した割合は「同性のロールモデル」46％、「異性のロールモデル」33％、「自分を認めてくれる先輩・上司」
77％となりました。

全体（n＝601）

女性（n＝165）

男性（n＝432）

57.6 27.3 9.1 3.6 2.4

45.1 28.9 14.1 7.2 4.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

48.8 28.3 12.6 6.2 4.2

女性（n＝202）

男性（n＝315）

いる（いた）
38.6％

いない
15.3％

いないがほしい
29.2％

あまり必要ない
13.9％

全く必要ない
3.0％

いる（いた）
50.2％

いない
20.6％

いないがほしい
14.0％

あまり必要ない
9.2％

全く必要ない
6.0％

女性（n＝203）

男性（n＝312）

いる（いた）
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いない
17.2％

いないがほしい
21.2％

あまり必要ない
13.3％

全く必要ない
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25.0％

いない
38.1％

いないがほしい
16.0％

あまり必要ない
12.5％

全く必要ない
8.3％

女性（n＝203）

男性（n＝312）

いる（いた）
81.3％

いない4.9％
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あまり必要ない
3.9％
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　「教員の男女差を是正するため、募集や採用にあたって、男性と比較して女性に有利な取り扱いをすること（ポジ
ティブアクション）」について、同様に賛否をたずねたところ、全体では62％が「賛同する」あるいは「やや賛同する」
と回答していますが、「賛同する」について限定してみますと、女性43％、男性23％と20ポイントもの差が生じて
います。反対または回答を保留する割合もいずれも男性の方が多く、ポジティブアクションに対して、多くの男性か
ら賛同が得られていないことがわかります。

　どのようなポジティブアクションを取ることが適当かをポジティブアクションに賛同する回答者に対して、具体的
に６項目をあげて聞いてみました。すると「研究と出産・子育て等のライフイベントの両立支援制度の整備（表中「両
立支援制度の整備」）」が最も多く、全体で79％、反対に「女性限定公募の実施」は最も少なく、20％でした。
　また「教員の募集・採用における選考基準の透明化（表中「選考基準の透明化」）」を、女性が61％と、男性47％
と比較して高い割合で回答をしており、選考時の「アンコンシャス・バイアス」への男女間の認識の違いがあるとみ
られます。

　次に、ポジティブアクションに反対する回答者になぜそのように思うのか、５項目から複数回答でたずねました。
全体では「自由な競争を妨げられる恐れがあるから（表中「自由競争が妨げられるから」）」が73％、「女性が優遇さ
れる結果として、同じ能力を持つ男性が差別されるから（表中「男性が差別されるから」）」が68％と、高い割合で反
対する理由としてあげられています。
　このほか、女性回答者の50％が「男女の平等は、社会の意識や慣習が変化し、女性が能力を十分に発揮できるよう
になれば自然に達成されるから（表中「自然に達成されるから」）」を理由として挙げています。前述の適当なポジティ
ブアクションの回答として「研究と出産・子育て等のライフイベントの両立支援制度の整備」が挙げられていること
と同様、女性が働きやすい職場環境の改善が求められていることがわかります。

■賛同する　■やや賛同する　■どちらともいえない　■やや反対する　■反対する

図15　性別　ポジティブアクションについての賛否（教員）

■全体（n＝371）　　■女性（n＝122）　　■男性（n＝247）

図16　性別　具体的なポジティブアクション（複数回答）（教員）

■全体（n＝149）　　■女性（n＝28）　　■男性（n＝119）

図17　性別　ポジティブアクションに反対する理由（複数回答）（教員）
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　出産・育児・介護経験の実際についてみていきます。
　まず早稲田大学嘱任後、出産（または子どもの出生）経験がある教職員は、教員では女性26名、男性103名、職員
では女性55名、男性146名でした。

　早稲田大学嘱任後、出産（または子どもの出生）経験がある教職員のうち、育児休職取得者は教員では女性15名
（早稲田大学嘱任後出産（または子どもの出生）経験がある女性教員の58％）、男性１名（（早稲田大学嘱任後出産（ま
たは子どもの出生）経験がある男性教員の１％）、職員では女性51名（（早稲田大学嘱任後出産（または子どもの出
生）経験がある女性職員の93％）、男性14名（早稲田大学嘱任後出産（または子どもの出生）経験がある男性職員の
10％）でした。

　育児休職者に育児休職を取得することに対しての職場の理解をたずねたところ、教員、職員ともに「あまり理解が
なかった」「理解がなかった」「どちらともいえない」という評価はなく、９割以上が「理解があった」あるいは「ま
あまあ理解があった」と評価しており、育児休職を取得することについて職場の理解が進んでいることがわかります。

　次に育児休職を取得しなかった回答者にその理由を複数回答で聞きました。
　女性教員は「その他」の回答が最も多く46％、次に「制度はあったが取得できる職場環境ではなかった」が36％となっ
ています。「その他」の内容は、任期付きでの雇用のため取得できない、または取得した場合残りの任期が短くなるから、
という雇用期間に関する理由があげられています。なお、育児休職を取得しなかった11名の女性教員のうち８名が任
期付教員です。
　男性教員は「仕事を中断したくなかった」「収入を減らしたくなかった」など回答の割合が多くキャリア継続を重
視する一方、特に「制度を知らなかった」を理由として挙げる割合が他のグループと比較して非常に高いことが特徴
的です。
　職員では女性職員の多くが育児休職を取得しているため、男性職員のみ見ますと、「自分以外の保育者の確保がで
きた」ことを理由としてあげる割合が46％と高く、また27％が「必要性を感じなかった」、29％が「取得できる職
場環境ではなかった」と回答しています。

3　ライフイベント（出産・育児・介護）

	 表３　性別　育休を取得しなかった理由（複数選択）� （％）

n
仕事を

中断したく
なかった

収入を
減らしたく
なかった

必要性を
感じなかった

自分以外の
保育者の
確保ができた

制度が
なかった

取得できる
職場環境
ではなかった

制度を
知らなかった その他 無回答

全体 112 25.0 22.3 17.0 30.4 17.0 25.9 26.8 13.4 0.0

教員 女性 11 18.2 9.1 9.1 0.0 18.2 36.4 0.0 45.5 0.0

男性 101 25.7 23.8 17.8 33.7 16.8 24.8 29.7 9.9 0.0

全体 135 20.7 16.3 26.7 44.4 5.9 28.9 1.5 10.4 0.7

職員 女性 2 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 50.0 0.0

男性 132 21.2 16.7 27.3 45.5 5.3 28.8 1.5 9.8 0.8
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　具体的にどのような問題・困難があるかをたずねたところ、教員186件、職員156件の回答があり、教員・職員と
もに最も多かったのは、「子供の病気」と「時間的制約」に関する内容でした。「子供が病気になった時に休暇がとれ
ない」「急病時の保育者の不足」など、体調を崩しやすい乳幼児期の子供の対応のことや、「時間的制約」として職員
では残業ができない中でこなさなければならない業務が多くあることや、教員では育児のために研究の時間が確保で
きない、といった内容が寄せられました。

■ある（あった）　■ややある（あった）　■どちらともいえない　■あまりない（なかった）　■ない（なかった）

図18　性別年齢別　就業と育児の両立についての問題・困難の有無（教員）

■ある（あった）　■ややある（あった）　■どちらともいえない　■あまりない（なかった）　■ない（なかった）

図19　性別年齢別　就業と育児の両立についての問題・困難の有無（職員）

表４　就業と育児の両立についての問題・困難の具体的な内容（自由記述）
１位 ２位 ３位

教員 子どもの病気に関する内容（57件） 時間的制約に関する内容（36件） 休日出勤に関する内容（23件）

職員 子どもの病気に関する内容（56件） 時間的制約に関する内容（18件） 育児・家事の時間が確保できない
といった内容（17件）

　子どもがいる教職員に育児と仕事の両立の困難の有無についてたずねてみました。教員の21％、職員の33％が問題・
困難が「ある（あった）」としており、「ややある（あった）」をあわせると教員58％、職員64％に上ります。
　性別年齢別にみると教員・職員ともに、男性よりも女性で両立の困難を回答する比率が高く、特に女性教員は73％
が困難が「ある（あった）」と強く回答しています。また一方で39歳以下・40歳代の男性が両立に困難が「ある（あっ
た）」または「ややある（あった）」と回答する割合は50歳以上の男性と比較して多くなる傾向があります。

女性 　全体（n＝ 73）

39歳以下（n＝ 20）

40－49歳（n＝ 28）

50－59歳（n＝ 16）

60歳以上（n＝ 9）

男性 　全体（n＝280）

39歳以下（n＝ 28）

40－49歳（n＝ 73）

50－59歳（n＝ 92）

60歳以上（n＝ 87）
0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

72.6 23.3 1.4
1.41.4

1.4

90.0 5.0 5.0

64.3 32.1 3.6

62.5 31.3 6.3

77.8 22.2

23.9 26.1 5.4 28.9 15.7

42.9 35.7 7.1 10.7 3.6

32.9 37.0 21.9 6.8

17.4 23.9 9.8 29.3 19.6

17.2 16.1 3.4 40.2 23.0

女性 　全体（n＝ 99）

39歳以下（n＝ 31）

40－49歳（n＝ 33）

50－59歳（n＝ 35）

60歳以上（n＝ 0）

男性 　全体（n＝186）

39歳以下（n＝ 45）

40－49歳（n＝ 71）

50－59歳（n＝ 53）

60歳以上（n＝ 17）
0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

49.5 35.4 4.0 10.1 1.0

2.9

2.8

29.0 48.4 12.9 9.7

63.6 30.3 6.1

54.3 28.6 14.3

24.2 29.6 4.3 29.6 12.4

17.8 42.2 6.7 24.4 8.9

26.8 33.8 31.0 5.6

26.4 15.1 3.8 32.1 22.6

23.5 23.5 5.9 29.4 17.6
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　就業と育児の両立を実現するために必要と思う施策・制度について、教職員にそれぞれ具体的に８項目をあげてき
いてみました。
　教員では全体で「一時預かり託児施設」「学童保育施設」がそれぞれ60％、次に「担当授業の時間的配慮」が57％
と多く回答されています。特に女性に限定してみると、「担当授業の時間割配慮」が68％と高く、また「病児・病後
児保育」も67％とニーズが高いことがわかります。
　職員では、男女ともに「フレックスタイム制度」が最も高く、女性で82％、男性で69%となっています。教員同様「病
児・病後児保育」について女性のニーズが高くなっています。

■全体（n＝524）　■女性（n＝204）　■男性（n＝316）

図21　性別　就業と育児の両立に必要な
施策・制度（職員）

■全体（n＝605）　■女性（n＝167）　■男性（n＝434）

図20　性別　就業と育児の両立に必要な
施策・制度（教員）

　続いて介護・看護経験をみてみます。介護・看護の経験がある者（「したことがある」「現在している」「過去に経
験があり現在もしている」）は教員で32％（女性28％、男性33%）、職員で24％（女性26％、男性23％）でした。
教員の経験者が多い理由として、回答者の年齢構成が高いことを反映していると考えられます。

■過去に経験がある　　■現在している　　■過去に経験があり現在もしている　　■経験がない

図22　性別　介護・看護の経験有無

　介護・看護した相手は教員・職員ともに「自分の親」が圧倒的に多く、次いで「配偶者の親」となっています。

	 表５　介護・看護対象者（複数回答）� （％）

n 自分の親 配偶者の親 配偶者 子ども その他

教員 193 69.4 19.2 2.1 7.8 12.4

職員 126 71.4 16.7 3.2 3.2 18.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

学童保育施設
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相談窓口

60.3

60.2

56.9

51.6

49.6
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26.7
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月極託児制度
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74.2

52.9

48.1

47.3

42.7

32.4

23.3

12.4
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49.0
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13.4 8.6 75.9

14.8 8.4 74.4

12.7 8.5 76.9
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　介護・看護における主たる介護者を見ると、「自分」の回答が教員・職員ともに女性のほうが割合は高く、また「自
分の配偶者」の回答では男性の方が高く、明らかな男女差が見られます。教員では「施設に入所（施設スタッフ）」
の割合が高い傾向があります。

■自分　■自分の配偶者　■兄弟姉妹　■施設に入所（施設スタッフ）　■その他

図23　教職員別　性別　介護・看護における主たる介護・看護者

■全体（n＝189）　■女性（n＝43）　■男性（n＝143）

図24　性別　介護休職をとらなかった理由
（複数回答）（教員）

■全体（n＝123）　■女性（n＝49）　■男性（n＝73）

図25　性別　介護休職をとらなかった理由
（複数選択）（職員）

　介護・看護休職の取得者は教員１名、職員２名の計３名のみと取得率は極めて低くなっています。

　介護・看護休職を取得しなかった理由についてたずねたところ、教員と職員、また男女でそれぞれ回答の傾向は異
なっています。教員では女性で「自分以外の介護者の確保ができた」37％、「仕事を中断したくなかった」30％、男
性では「制度を知らなかった」29％、「必要性を感じなかった」24%といった理由が挙げられています。職員では女
性で45％が「その他」と回答しており、その具体的な内容として早稲田大学嘱任前であったことや休職を取得せずに
両立が可能であったことなどが理由として挙げられています。男性では「自分以外の介護者の確保ができた」26％、「仕
事を中断したくなかった」22％といった項目が挙げられています。
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介護者の確保ができた

29.1

26.5

24.9
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　介護・看護経験者に仕事との両立についての問題・困難の有無をたずねたところ、教員・職員ともに「ある（あっ
た）」あるいは「ややある（あった）」を合わせた比率は６割を占めています。性別でみると女性の方が問題・困難が
多くあるようです。

　就業と介護・看護の両立の問題や困難が「ある（あった）」あるいは「ややある（あった）」と回答した教職員に、
それはどのように解消できると思うか自由記述でたずねたところ、教員81件、職員61から回答がありました。
　教員では授業や会議など業務の負担軽減および時間の配慮に関する内容が30件と最も多く、介護支援制度の拡充や
職場・周囲の理解を求める内容も多くみられました。職員ではフレックスタイム制度やテレワークなどの具体的な内
容を含む介護支援の制度拡充に関するものが18件と最も多く、このほか、職場の理解や代替要員の確保、職員の増員
などを求める声が寄せられました。

■ある（あった）　■ややある（あった）　■どちらともいえない　■あまりない（なかった）　■ない（なかった）

図26　性別　就業と介護・看護の両立についての問題・困難の有無

4. 障がい者支援
　障がい者支援に関する認知や評価等についてみていきます。

　平成28年から施行された「障害者差別解消法」では、障がいによる差別を解消するため、不当な差別の禁止および「合
理的配慮」の提供が挙げられています。この「合理的配慮」を取りあげ、その認知をたずねたところ、全体で46％が「内
容も含めて知っている」と答えています。教員と職員で回答傾向に違いはほとんどありません。
　そこで、任期の有無により教職員を分けてその回答状況を比較すると、今度は20ポイント以上の格差があることが
わかります。任期付教職員は「知らない」と答える割合も39％と高くなっています。

■内容も含めて知っている　　■言葉だけはきいたことがある　　■知らない

図27　任期の有無別　合理的配慮の認知

全体（n＝191）

教員　女性（n＝ 45）

男性（n＝143）

全体（n＝123）

職員　女性（n＝ 50）

男性（n＝ 72）
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27.2 32.5 7.9 26.2 6.3

28.9 40.0 13.3 15.6 2.2

26.6 30.1 6.3 30.1 7.0

36.6 25.2 13.0 21.1 4.1

46.0 24.0 12.0 16.0 2.0

29.2 26.4 13.9 25.0 5.6

教員（n＝604）

職員（n＝518）

任期付教職員（n＝314）

（n＝801）
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任期に定めが
ない教職員

45.5 29.1 25.3

47.5 28.6 23.9

29.6 31.2 38.9

52.9 27.8 18.7
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　本学のキャンパス内バリアフリー化の取組について評価をたずねたところ、約７割の教職員が「かなり進んでいる
と思う」あるいは「ある程度進んでいると思う」と答えています。また、女性の方が男性よりもバリアフリー化は進
んでいないと評価する傾向があるようです。

　本学での情報保障の取組については、教員、職員ともに６割以上が「積極的に評価する」と回答しており、「まあ
評価する」をあわせると、９割以上が評価をしています。

■全体（n＝1,129）　　■女性（n＝371）　　■男性（n＝750）

図30　性別　力を入れる必要がある障がい者支援施策（複数回答）

■積極的に評価する　■まあ評価する　■あまり評価しない　■評価しない　■わからない

図29　本学情報保障の評価

　本学の障がい者支援（学内のバリアフリー化、情報保障の提供、就労上の問題・困難に関する相談対応）に関して
具体的な意見を求めたところ、185件（教員113件、職員72件）の回答がありました。エレベーター設置や段差解消
といったバリアフリー化に関する意見が最も多く68件、より積極的に障がい者支援を進めるべきという意見が15件、
障がい者の雇用・就業支援に関する意見が14件寄せられたほか、合理的配慮をはじめ障がい者支援に関する教育・研
修機会の要望や、精神障がい・発達障がいの支援充実、合理的配慮の提供のための予算化の必要性などさまざまな意
見が寄せられました。

　「障がいのある人に関する施策のうち、特に力を入れる必要があると思うもの」として具体的に５項目挙げ、複数
回答を求めたところ、全体で「障がいがある教職員が働く上での問題や困難の解消（合理的配慮の提供）」と「キャ
ンパス内のバリアフリー化」を７割が必要であると回答しています。
　また、「点字・手話、字幕利用などによる情報提供の充実」と「障がいのある人への理解を深めるための啓発・広報活動」
については、女性回答者の方が男性回答者よりも６ポイントから８ポイント高く回答する傾向があるようです。
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■かなり進んでいると思う　■ある程度進んでいると思う　■あまり進んでいると思わない　■ほとんど進んでいると思わない　■わからない

図28　性別　本学バリアフリー化の評価
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5. セクシュアルマイノリティ支援
　現在、早稲田大学では性の多様性の尊重を大きな課題として理解啓発に取り組んでおります。そこで多様な性に関
する３項目（「LGBT」「性的指向/性自認」「アウティング」）の認知度について見ていきます。
　「LGBT」の認知度については、教員・職員ともに「内容も含めて知っている」比率は8割を超えています。一方で、「性
的指向（Sexual Orientation）」「性自認（Gender Identity）」（表中「SOGI認知」）の認知度では「内容も含めて知っ
ている」比率は教員で67%、職員では57％まで下がり、当人の許可なく性別情報や性的指向を暴露する行為である「ア
ウティング」については、更に認知度が下がっています。全体の約3割が「アウティング」を「知らない」と回答し
ていることからも、多様な性に関する継続的な啓発活動の必要性がうかがえます。

■内容も含めて知っている　　■言葉だけは聞いたことがある　　■知らない

図31　教職員別　性別　セクシュアリティに関する認知

　セクシュアルマイノリティに関する差別的な言動を学内で体験・見聞きしたことがあるかをたずねたところ、全体
で15％が「ある」と回答しています。特に男性よりも女性の方が「ある」と回答する割合は高く、これは教員も職員
も同じ傾向があると言えます。

■ある　　■ない

図32　性別　セクシュアルマイノリティに関する差別的な言動の体験・見聞きの有無

　体験・見聞きした差別的な言動の具体的な内容をたずねたところ、164名のうち87名（52%）から回答があり、「オ
カマ」や「ホモ」といった差別的なニュアンスをもつ言葉を使い、嘲笑するという内容が全体の約半数を占め、個々
の性のあり方を否定したり、病気とみなすような偏見・差別・無理解があるという内容も多くみられました。なお、
これらの差別的言動が誰によるものかについては記載があった回答をみると、教員が最も多く挙げられていました。
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　次に、学生・教職員からセクシュアリティに関する相談を受けたことがあるかとたずねたところ、上記の差別的な
言動の体験・見聞きの質問と回答と同様の傾向があり、男性より女性の方が相談を受けたことが「ある」と回答する
割合は高くなっています。

　先ほど同様、その具体的な相談の内容をたずねたところ、134名のうち85名（63%）から回答があり、およそ半
数が性的指向や性自認に関するカミングアウトが伴う内容でした。このほか授業での配慮依頼、就職に関することや、
教育実習に関すること、研究や勉強に関することなど、相談内容はさまざまでしたが、そのほとんどが学生からの相
談によるものでした。

■ある　　■ない

図33　性別　セクシュアリティに関する相談有無

全体（n＝1,126）

女性（n＝ 371）
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